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令和７年度 道市連携海外展開推進事業 

（デジタル技術を活用したグローバル市場開拓事業） 

欧米市場販路開拓業務 

企画提案指示書 

 

１ 目的 

  道産品の販路開拓を図るため、道と札幌市が連携し構成する「北海道・札幌市海外展開連携推

進協議会」（以下、「委託者」という）において、道内企業の進出が途上である欧米市場を対象

に、デジタル技術を活用したセミナーやバイヤー招へい商談会などを実施する。 

  また、輸出規制や関税措置など国際情勢の動きを踏まえて道内企業へ有益な情報提供ができる

よう、セミナーの中で市場動向等を説明するとともに、現地でのテストマーケティングを合わせ

て行う。 

 

２ 実施方法 

公募型プロポーザル方式による随意契約 

 

３ 委託期間 

  委託契約日から令和８年３月６日（金）まで 

 

４ 対象国・地域 

   米国、欧州 

 

５ 委託業務の内容 

道産品（道内で製造又は加工されたもの全般を指す。以下同じ。）の欧米販路開拓に向け、次

の業務を実施すること。なお、本事業の目的を達成するために効果的な実施内容があれば、合わ

せて提案書に記載すること。また、業務の遂行に当たっては、委託者と随時協議の上、進めるこ

と。 

 

（１）欧米市場展開セミナー 

  ア 対象分野：道産品（主に食品） 

  イ 実施時期：令和７年７～８月頃 

  ウ 実施場所：札幌市内 

  エ 参加企業数：輸出に取り組む道内企業 10～15 社程度（企業募集の具体的な方法について

も提案書に記載すること） 

   オ 実施内容：欧米市場に挑戦する道内企業の掘り起こし、（２）で実施する商談での成約

率向上に資するようなセミナーを実施すること。セミナーでは、一般的な欧米市場分析・

輸出規制・関税政策やＥＣの活用方法などの説明を行うとともに、参加企業が自社商品に

ついて専門家等に個別相談し、現地目線によるアドバイスを受けられる機会提供なども含

めることとし、提案書に記載すること。 

 

（２）欧米バイヤー招へい商談会・視察会 

  ア 対象分野：道産品（主に食品） 

  イ 実施時期：令和７年８月～令和８年１月頃 

  ウ 実施場所：（商談会）札幌市内 （視察会）北海道内 

  エ 参加企業数：輸出に取り組む道内企業 10 社～15 社程度(（１）参加企業を含める) 

オ 招へいバイヤー数：米国向けバイヤー１社以上、欧州向けバイヤー１社以上、合計２社以

上を原則として現地拠点から招へいすること。バイヤー選定に当たっては、原則、ＥＣサイ

トを設置している事業者とし、ジェトロや農林水産省などの貿易支援機関等によるプラット

フォームも活用すること。 
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カ 実施内容：欧米向けバイヤーを札幌に招へいし、商談会を実施すること。また、道内食関

連企業の生産・製造現場視察会も併催すること。 

 

（３）米国現地テストマーケティング 

  ア 対象分野：道産品（主に食品） 

  イ 実施時期：令和７年 10 月～令和８年１月頃 

  ウ 実施場所：北海道との姉妹友好提携 35 周年を迎えた米国マサチューセッツ州において、

周年交流事業との相乗効果図るため、同州を候補地とする。 

  エ 参加企業数：輸出に取り組む道内企業５社・10 品目程度 

   オ 実施内容：現地でのテストマーケティングを行い、その結果や市場動向等をとりまとめ

て道内企業に紹介すること。 

 

（４）参加企業への対応（商談前後のフォローアップ実施） 

ア 実施期間：商談準備開始から事業期間終了（令和８年３月６日）まで 

   イ 実施内容：商談実施にあたり、参加企業の輸出経験や知識レベルに合わせたサポートを

行うこと。商談前には、参加企業が事前準備できるよう、マッチングしたバイヤーについ

て情報提供するなどの商談成約率向上に資する支援を実施すること。 

また、商談後は、現地バイヤーや参加企業の求めに応じ、成約を目指した輸出手続等の

支援を行うこと。想定する支援項目は次のとおりであるが、これら以外について、成約等

に資する項目があれば提案に含めること。 

   （想定する支援項目） 

    ・商談等における資料作成のサポート ・商談等における資料翻訳 

    ・バイヤーに関する情報提供       ・継続商談時の通訳 

 ・輸出手続に係る支援 ・サンプル送付手続支援 ・物流企業等との仲介 ほか 

 

（５）アンケートの実施 

    （１）～（３）の各業務終了後は、参加企業及び招へいバイヤーに対し、商談結果等に関す

るアンケートをそれぞれ実施すること。なお、アンケートの内容は委託者と協議して決定する

こと。 

 

（６）事業報告書の作成 

（１）～（５）の実施結果について、事業報告書（詳細版及び概要版）を委託者に提出する

こと。概要版はＡ４版 10 ページ程度（サマリー１枚、概要 10 枚以内）とし、適宜図表等を用

い、視覚的なわかりやすさを意識したものとすること。また、概要版は対外的に公開・プレゼ

ンテーションが可能な資料として整理すること。なお、事業報告書の内容は、委託者と協議し

て決定すること。 

 

（７）成果品の提出 

以下の成果品を委託期間内に提出すること。 

 （６）の事業報告書（詳細版及び概要版）（紙媒体（Ａ４版）：５部、電子データ：１式） 

 

６ プロポーザル参加の資格要件 

（１）複数企業等（法人及び法人以外の団体を含む）による連合体（以下、「コンソーシアム」

という。）又は単体企業等とする。 

 

（２）コンソーシアムの構成員及び単体企業等は、次のいずれにも該当すること。 

  ア 単体法人で参加する場合は、道内に本店又は主たる事業所あるいは支店等の拠点を有する

ものであること。また、複数法人による連合体（以下「コンソーシアム」という。）で参加

する場合は、道内に本店又は主たる事務所を有するものをその構成員に含むものであるこ

と。 
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  イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項に規定する者でないこと。 

  ウ 地方自治法施行令第 167 条の４第２項の規定により、競争入札への参加を排除されている

者でないこと。 

  エ 北海道又は札幌市が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

  オ 暴力団関係事業者等であることにより、北海道又は札幌市が行う競争入札等への参加を排

除されていないこと。 

  カ 暴力団関係事業者等でないこと。 

  キ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

（ア）道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

（イ）市区町村税 

   （ウ）本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

   （エ）消費税及び地方消費税 

  ク 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと。 

（ア）健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出 

（イ）厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

      （ウ）雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出 

  ケ コンソーシアムの構成員が単体企業又は他のコンソーシアムの構成員として参加する者で

ないこと。 

 

７ 審 査 

  企画提案は、次の事項について審査し、総合的に判断する。 

 

（１）業務執行体制の適格性 

  ア 執行体制 

業務を実施するに当たり、事業目的の遂行に有益となる経験を有し、業務を円滑に進めら

れる必要かつ十分な執行体制であるか。 

イ 積算の考え方 

事業実施に必要な費用・項目を適切に見込んだ積算であるか。 

  ウ 事業実施スケジュール 

    業務を実施するに当たり、全体のスケジュール設定が妥当であるか。 

 

（２）企画提案の適合性 

  ア 各業務内容は、道内企業や海外現地のニーズを踏まえたものとなっているか。 

イ 欧米市場展開セミナーは、欧米市場に挑戦する道内企業の掘り起こしや道内企業への有益

な情報提供を図り、かつ、欧米バイヤー招へい商談会・視察会の成約率向上に資する実効

的・具体的な内容となっているか。 

ウ 欧米バイヤー招へい商談会・視察会及び米国現地テストマーケティングは、道産品の欧米

市場参入の可能性を探るための効果的な手法となっているか。 

エ 商談前後に参加企業への対応（フォローアップ）を実施することで、商談成約率の向上、

ひいては道産品の輸出拡大に資する実効的・具体的な手法となっているか。 

 

８ 業務上の留意事項 

受託者決定後、企画提案の内容を基本として、委託者と受託者が協議し委託業務の内容を決定

する。 

 

９ 予算上限額（消費税を含む） 

  6,748,197 円 

 

10 応募手続 

（１）参加表明書の提出 
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  ア 提出書類 

（ア）参加表明書（別添様式１） 

   （イ）参加表明書関係資料 

   （ウ）納税証明書（発行後３ヶ月以内のもの、写し可） 

      ・道税（道が賦課徴収するものに限る。） 

      ・市区町村税（本店（契約権限を委任する場合は受任先）の所在地の市区町村が発行

するもの） 

      ・本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

      ・消費税及び地方消費税 

   （エ）コンソーシアム協定書（コンソーシアムを形成する場合のみ） 

   （オ）暴力団等ではない旨の誓約書（自由様式） 

   （カ）次に掲げる社会保険等の届出義務を履行している事実を証する書類 

（届出義務がないものについては、社会保険等適用除外申出書（別記第 34 号様式）） 

・健康保険法第 48 条の規定による届出 

・厚生年金保険法第 27 条の規定による届出 

・雇用保険法第７条の規定による届出 

   （キ）登記事項証明書（登記は現在事項証明又は全部事項証明。発行後３ヶ月以内のもの、

写し可） 

   （ク）財務諸表（貸借対照表、損益計算書。直前２期分） 

  イ 提出部数 

１部 

  ウ 提出期限 

    令和７年６月 30 日（月）午後５時（必着） 

  エ 提出場所 

〒060-8611 札幌市中央区北３条西６丁目 

    北海道・札幌市海外展開連携推進協議会事務局（北海道総合政策部国際局国際課） 

     電 話 011-204-5342 

     担 当 三上、逸見 

オ 提出方法 

    持参又は郵送（必着、簡易書留に限る） 

 

（２）企画提案書の提出 

  ア 提出書類 

（ア）企画提案書（別添様式２） 

（イ）業務実施に要する経費見積価格（税込み価格）及びその内訳書（自由様式） 

  イ 提出部数 

    ８部（２部は提案者名を記載したもの。残り６部は提案者名を記載せず、文中にも提案者

名を記載しないよう注意すること） 

  ウ 提出期限 

    令和７年７月３日（木）午後５時（必着） 

  エ 提出場所 

       （１）エに同じ 

  オ 提出方法 

    持参又は郵送（必着、簡易書留に限る） 

 

11 その他 

 

（１）企画提案に要する経費は、参加事業者の負担とする。 

 

（２）企画提案の採否については、文書で通知する。 
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（３）参加表明書の提出があっても、企画提案書を期日までに提出しない場合は、企画提案に参

加の意思がないものとみなす。 

    事前に不参加を決定した場合は、７月２日（水）午後５時までに上記 10 (１)エの担当窓口

へ連絡すること。 

 

（４）本業務の成果品に係る著作権は委託者に帰属する。 

 

（５）手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本通貨 

 

（６）契約書作成の要否 

       要 

 

（７）関連情報を収集するための窓口 

       10（１）エに同じ 

 

（８）プロポーザルに関する説明 

       提出された企画提案書の内容についてヒアリングを行う。ただし、提出者が５者を超えると 

   きには、「７ 審査」の基準により企画提案書の書類選考を行う場合がある。 

 

（９）審査結果及び特定者名 

       公表する。 


